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博士論文要約 
「食を通じた生産者・消費者関係の現代的再構築―日本版 CSAモデルの課題と展開―」 
中川恵 
 
本文要約 
わたしたちは，日々のほとんどの食料を卸売市場や国際貿易を前提とした食料システ
ムから調達している．したがって，いかにして安心・安全な食料を将来にわたって確保
し続けるかは，いかにして生活するかに匹敵する重要な課題である．食を介した生産
者・消費者関係の再構築は，東日本大震災に伴う福島原発事故の発生以降，改めて着目
されている．とりわけ，社会学者を中心とした研究者たちは，「提携関係」の展開に期
待を寄せてきた． 
「提携関係」とは，1970 年代の日本の有機農業運動のなかで生まれた生産者・消費
者の関係性を指す．「提携関係」を基にした実践が1990年代後半以降欧米でCommunity 
Supported Agriculture（CSA）と名付けられて広がり，日本でも CSAを名乗る実践が
生まれている．それゆえに，研究者たちは日本における CSA の広がりを，「提携関係」
の延長上に位置づけようとしてきた．すなわち，「提携関係」の展開に焦点を当てた既
存の生産者・消費者研究では，欧米での CSA の広がりは「提携関係」理念の広がりで
あり，すなわち日本版 CSA とは「提携関係」そのものであると理解してきた． 
だが日本では，「提携関係」と同様の取組であると主張する CSA がある一方で，「提
携関係」の間には決定的な違いがあると主張する CSA がある．本研究は，日本版 CSA
事例の調査を基にして，「提携関係」と日本版 CSA の間には，目指している関係性の様
態に明確な違いがあることを明らかにした．日本版 CSA は，「提携関係」の経験を直接
あるいは間接に反映するゆえに，異なる生産者・消費者関係を目指している． 
以下に，各章ごとの内容を要約する． 
1 章「問題関心と本研究の課題―農と食の社会学の研究動向から」では，本研究の背
景と課題を説明した．食をめぐる生産者・消費者関係についての研究者の理解は，一般
的な用語理解から離れていることを問題視した．とくに，基本的な分析概念である「提
携関係」について，研究者の間で理念と定義の混同が生じている．そのうえ，日本版
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CSA とは「提携関係」のことであり，そのまま欧米版 CSA と同一であると理解されて
いる．だが，日本版 CSA の中には「提携関係」とは異なる実践であると考えて日本版
CSA と名乗る例がある．既存の生産者・消費者関係に関する研究では，このような実
践の主張がほとんど等閑視されてきた．その結果，研究者は実践の変容を捉えきれてい
ないばかりか，研究者の理解に沿わない実践を低く評価する傾向を生んでいる． 
本研究は次の 2 つの問いを立てる． 
第 1 に，なぜ「提携関係」概念について研究者の間で理念と定義の混同が生じるに至
ったのか．このことを研究史から明らかにする．この問いに取り組むことによって，研
究者の用語理解を整理し，理念としての「提携関係」がどのような生産者・消費者関係
を指すのかを改めて確認することができる．  
第 2 に，日本版 CSA を名乗る事例では，いかなる理由から，どのような生産者・消
費者関係が目指されているのかを明らかにする．なぜ，一部の生産者および消費者は，
生産者・消費者関係の再構築をしなければならないと考えるのか．日本版 CSA とはい
かなる生産者・消費者関係を指すのかを明らかにする．この問いは，「提携関係」の変
容を捉えようとするものでもあり，いかなる生産者・消費者関係の構築が実践者によっ
て目指されているのかを明らかにする意図をもつ．  
2 章「「提携関係」研究の整理―有機農業運動研究における「提携関係」への着目」
では，なぜ食をめぐる生産者・消費者関係について理念と定義の混同が生じ，実践の変
容を時代に即した展開ではなく，否定的に捉える見方が主流になったのかを，先行研究
の整理をつうじて明らかにした． 
「提携関係」は，1970 年代前半に，有機野菜生産を目指すために登場した実践者の
言葉であった．都市部の消費者のなかにはより安全な食料を求める声があったものの，
生産者にとっては農法の変更は農薬を使わないために増える手作業や，不作についての
不安が大きかった．そこで，このような志向をもつ消費者は，さまざまなかたちで生産
者の不安を解消する必要に迫られた． 
たとえば，次のようなことを消費者は自らに課した．消費者は，農作業負担軽減のた
めに，できるかぎり生産者へ労働を提供し，生産者の苦労を共に分かち合わなければな
らい．また，できるかぎり「提携関係」は長期間続けられるべきもので，一度結ばれた
「提携関係」を解消することは，関係性に対する重大な裏切り行為である． 
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このような姿勢は，「提携関係」に関するキャッチフレーズである，「生産者は消費者
の生命に責任を持ち，消費者は生産者の生活に責任を持つ」，「間引き菜から薹
とう
が立つま
で食べる」，「生産者と消費者の顔のみえる関係」といった表現に象徴的に示されている． 
このように，「提携関係」とは，いわば責任関係であった．「提携関係」への参加とは，
消費者が生産者に対して責任をもつ関係である．消費者は，「提携関係」に参加する生
産者が有機農業という困難かつ崇高な目的のために努力しているからこそ，このような
責任を負わねばならないと考えられ，包括的な関係構築の志向へと結びついた．換言す
れば，「提携関係」は，消費者が生産過程へ積極的に介入することによって，1 品目か
ら複数品目へ，部分的関わりから丸抱え的な関わりへ，いわば包括的取引関係の構築を
志向する関係性である．このような関係性の下で，消費者は 1 人の生産者や特定の生産
地との結びつきを強くし，有畜複合農業への転換を共に目指すことによって，生産物を
野菜から米，畜産物へ広げることが志向されていた． 
しかし，このような「提携関係」の理解は，有機農産物をめぐる関係性の実態から
徐々に乖離していった．そのことは，既に 1980 年代後半には研究者や実践者によって
指摘されていたものの，「提携関係」研究者は，かくあるべき生産者・消費者関係の唯
一のモデルとして「提携関係」を理解し続けることを選択した．たとえば，1990 年代
以降の「提携関係」研究は，欧米で普及した欧米版 CSA との共通点を強調することに
よって，「提携関係」の理念を再評価するようになった．有機農業が制度化されるなか
で，生産者・消費者関係研究は「提携関係」理念を神聖視するものが主流となってしま
った． 
研究者が「提携関係」を「経済関係ではなく信頼関係」であると「定義」して神聖
視するに至った理由は，次のように考察できる． 
第 1 の理由は，有機農業運動が成功した環境運動として評価されていったからであ
る．社会運動としての有機農業が成功した背景を明らかにする過程では，「提携関係」
は成功に貢献した方法であると記述された．そのために，「提携関係」の理念と実態の
間にどのような乖離が生じつつあるのか，また，「提携関係」がいかにして運動の理念
を実現し得るかは，主たる論点にはならなかった． 
第 2 の理由は，有機農業運動が政策的に支援されていくなかで，対抗性のよりどこ
ろを徐々に失っていったからである．有機農産物を生産することが産業としても政策と
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しても高く評価されるようになったことは，運動の成功である一方で，社会変革の契機
を生じさせた．研究者が「提携関係」の理念に立ち返る必要があったのは，有機農業運
動の社会変革志向を強調し続けるためでもあった． 
3 章「「提携関係」の課題と日本版 CSA の登場」では，このような研究者の「提携関
係」理解に対して，実践者はどのような態度をとっているかを，近年の「提携関係」調
査と CSA 事例からの聞き取りを基に考察した．実践者の一部には，上述のような研究
者の理解は「提携関係」の普及と理念を前提視していると明確に指摘し，批判する立場
がある．そのような意見は，とくに生産者や生産者団体からの回答に見ることができた．
彼ら生産者の批判は，生産者・消費者関係の構築は環境保全の理念を伝えるための手段
ではなく，農業経営上の必要から取り組まれていることを意味する．したがって，研究
者側の設問自体のなかに「提携関係」の維持や継続こそが重要であるという認識を読み
取って，これを，「提携関係」はひとつの方法に過ぎないし，見通しは明るくないと批
判するのである．日本版 CSA 実践者の中にも，「提携関係」の真正化に対する批判的な
見方がある．日本版 CSA には 3 つの系譜があり，この中で「提携関係」研究者が日本
版 CSA の典型例と考えてきたのは，「提携関係」系譜の CSA だった．だが，この系譜
に属さない事例もあり，そこでは，CSA は「提携関係」とは異なるという理解がされ
ていることを，メノビレッジ長沼の例から確認した． 
4 章「原発事故以後の生産者・消費者関係―「みんなの放射線測定室てとてと」と「生
活協同組合あいコープみやぎ」の事例から」では，2011 年 3 月に発生した東日本大震
災に伴う福島原発事故を契機に，宮城県内の「提携関係」実践がどのように生産者・消
費者関係の再構築を目指したかを明らかにした．宮城県では，一般的な取引関係よりも
「提携関係」の方が経済的損失は大きく，しかも補償の見通しも立っていない．このこ
とは，宮城県に限らない傾向である．本章であつかった事例では，このような深刻な影
響をどのように理解し，回復させようと試みてきたかに着目した． 
宮城県大河原町に拠点を構える「みんなの放射線測定室てとてと」の事例は，有機野
菜生産者たちが自主的に放射性セシウム測定を始めた例である．事例から，生産者・消
費者関係の再生をめぐり彼ら生産者が直面する困難な状況を明らかにした．有機野菜生
産者たちは，国のおこなう放射能測定によってではなく，自らの手によって安全性を証
明しなければいけないと考え，自発的かつ早期に測定体制を整えた．それは，有機農業
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が国の安全基準や規制を批判的に捉え，自省的に厳しい安全性を追求する営みであった
ことに由来する．それゆえ，放射能測定においても行政がおこなう安全検査が証明する
安全性では納得せず，自らの手で確認できるまでの間は安全性が証明されていないと考
えた．ここで重要なことは，有機農産物をめぐる生産者・消費者関係，すなわち「提携
関係」において安全かどうかを決めるのは，国でも生産者でもなく，消費者自身だとい
うことである．生産者は自らが測定を続けても消費者が取引を再開するとは限らないこ
とを知っていた．取引が休止されたとしても，それを消費者の不理解であるとは批判し
なかった． 
宮城県の生活協同組合「あいコープみやぎ」の事例からは，測定結果の徹底的な開示
にこだわる一方，安全かどうかの判断は消費者にゆだねるという当初の方針を貫いたこ
とによって，早期に生産者・消費者関係の再構築をなしえたことを示した．原発事故後
少なくとも 1 年間は，政府や生産者団体による検査結果に対する消費者の信頼感が低か
ったことを考慮すると，大学機関とのネットワークを活用して検査体制を整え，その後，
検査精度の向上を図ったことは，消費者にとって大きな安心材料となった．この例から
は，生産者と消費者の間を仲介する生活協同組合などの中間組織の役割が，食の安全を
効果的に消費者に示すうえで重要な役割を担ったことがわかる． 
「提携関係」をとりまく情勢は厳しい．原発事故を契機に南東北地方で「提携関係」
が解消されたとすれば，それは食の安全という旗印を掲げた関係であるがゆえに，必然
的に生じた事態ではないだろうか．食をめぐる生産者と消費者の信頼関係は，土地の安
全性を前提として，生産者の技術力を信頼して結ばれる取引契約である．それが土地の
汚染について証明を必要とする事態になったとき，消費者は，その取引関係を支える重
要な条件が損なわれたとみなし，取引関係を断ち切った．この事実をもって，研究者が
それまでの関係性を脆弱であったとか希薄であったと判断することは妥当ではない．消
費者が自分や家族の健康を気づかい，細心の注意を払って食料を選ぶことは，当然のこ
とである．有機農業運動や生協活動は，そもそもそうした消費者の高い関心から出発し
たものだから，その関心の高さを批判することはできないのである．にもかかわらず，
研究者の「提携関係」理解は，「提携関係」の神聖視をすすめようとするものであり，
実践者の創意に基づく可変性や発展性についての想像力を欠いている． なぜ，研究者
が「提携関係」をかくあるべきであると考えるかと言えば，それは，実践の中に市場原
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理主義的な農業システムの近代化に対する強い対抗性を見出し，それを環境運動の理念
と結びつけていったためであった．だが，課題に即して実践が変容しているのだとすれ
ば，それは時代の変化に適応した展開であると評価されるべきではないか． 
4 章で確認したように，「提携関係」ゆえに生じた困難に対して，それぞれの事例は
必要に応じて変容を遂げ，しかも，その変化によって生産者・消費者関係を回復してい
った．そのことを思えば，実践が目指す生産者・消費者関係とはいかなるものであるか
を明らかにすることは，農業・食料に関する課題状況を照射することにもなる．本研究
では，実践する例が「提携関係」と異なる生産者・消費者関係であると呼ぶところの関
係性を，日本版 CSA と名づけた．  
日本版 CSA がどのような生産者・消費者関係を目指しているかを明らかにするため
には，「提携関係」との差異を強調する事例について，より詳細な調査が必要である．
以下の5章および6章では，ほとんど同じ目標を掲げ，同じような形態をとりながらも，
なぜ彼らが「提携関係」と名乗らず，日本版 CSA であると名乗っているのかを検討し
た． 
5 章「品目別取引関係に対する積極的評価―｢鳴子の米プロジェクト｣から」では，宮
城県大崎市（旧鳴子町）の「鳴子の米プロジェクト」の事例に着目する．「鳴子の米プ
ロジェクト」は，農地維持を目的とし，米のみの CSA であることを自称し，2005 年に
発足した NPO 法人である．鳴子温泉地域の最も山間部にある鬼首地区の約 30 人の生
産者が耕作する米を，鳴子温泉地域の旅館組合や観光協会などの購入者 1,000 人余りが
一定価格で買い支えることを，活動の主としている．この実践は，「提携関係」との違
いを当初からはっきりと主張している．この章では聞き取り調査を基に，実践者がいか
なる意味でこの活動を CSA であると考えるのか，その論理を明らかにした．調査の結
果，限定された品目と取扱量であることが，活動の継続にとって重要な意味をもつこと
が示された．鬼首地区において圧倒的に多い小規模高齢農業者にとって，「丸抱え」「多
品目」の生産者・消費者関係の構築は，事実上困難である．対象品目を米に限定し，営
農において部分的な関係構築を目指したことが，結果として多くの生産者を活動に呼び
込むこととなった．小規模高齢農業者に広く参加を呼び掛けることは，耕作放棄地の拡
大を食い止めようとする目的にかなった方法である．同時に，このことは購入者にとっ
ても参加しやすい要因となっている．たとえば，主たる購買層に見込んだ旅館や消費者
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にとって日常的な消費する対象だからこそ少量の購入に結びつき，少量の購入であるか
らこそ相場よりもやや高額であったとしても受け入れやすい活動であるとみなされた．
「鳴子の米プロジェクト」は，「田んぼ 1 枚」「1 俵」からの参加を呼び掛けることで，
広く多くの人から賛同を得ることに成功した．このことは，「提携関係」が品目横断的
な，生産者の「丸抱え」を目指したこととは対照的である． 
6 章「消費場面の多様化に対する積極的評価―「短角牛大好き倶楽部」（岩手県旧山
形村）の事例から」では，岩手県久慈市（旧山形村）の「短角牛大好き倶楽部」の事例
をつうじて，消費場面の多様化を生産者および消費者が積極的に評価していることを明
らかにした．「短角牛大好き倶楽部」は，1 軒の短角牛農家と首都圏在住の約 50 人の消
費者によって 2013 年に発足した．彼らは，生産者と消費者が，互いに「選択」しあう
のであって，「支え・支えられる」関係性ではないと主張する．「短角牛大好き倶楽部」
の活動は，「㈱大地を守る会」と「山形村短角牛生産組合」との取引契約に多くを学ん
でいる．「短角牛大好き倶楽部」に参加する生産者自身も，「山形村短角牛生産組合」の
一員として先代から消費者との交流に関わってきた．生産者・消費者関係の構築という
点で言えば，生産地域と「㈱大地を守る会」の間では既に 30 年来の取引契約があり，
消費者との交流に関してもこの生産者にとっては初めての経験ではない．つまり，生産
者は既存の生産者・消費者関係の経験を生かしつつ，新たな関係性構築を模索している．
この章では，なぜこの畜産農家が新たな関係構築にとりくむのか．この関係性について，
会員である消費者はどのように考えているのかを明らかにした．  
「(株)大地を守る会」と「短角牛大好き倶楽部」の違いは，「提携関係」と日本版 CSA
の違いと言い換えることができ，その決定的な違いは，生産者と直接に契約することに
よって何を実現しようと考えているのかの違いであった．「(株)大地を守る会」は，外
国産飼料に依存する加工型畜産構造を問題視し，割高ではあっても国産飼料を使うべき
だと考えている．短角牛生産において国産飼料による飼育とその持続的な生産構造の確
立が目指された．また，国の畜産政策は，加工型畜産構造を加速させるものだったから，
生産者・消費者関係の構築が構造変革のカギであった．この目標を達成するためには，
消費者が既存の生産構造を問題としてとらえ，買い支え続けることが最も重要である．
場合によっては，生産過程への介入が必要となろう．他方，「短角牛大好き倶楽部」は，
短角牛が一般的な流通ルートに乗らないことで，消費者がその味の良さをほとんど知ら
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ないことを問題視している．多くの人が短角牛の味の良さを理解するために生産者・消
費者関係が重要であると考えている．この目標を達成するために，消費者が経営に関与
することは必ずしも必要ではない．最も重要なのは，生産者が短角牛のガイドとして
様々な場面で消費者の前に立つ機会を増やすことであった． 
7 章「日本版 CSA モデルの課題と展開」では，以上の議論を基に「提携関係」モデ
ルの生産者・消費者関係との対比の中に整理した．日本版 CSA には次の 3 つの特徴が
ある． 
第 1 に，日本版 CSA モデルは，「提携関係」モデルと比較して生産過程への介入の程
度が低い．このことは，「提携関係」が，主として土地利用型の野菜栽培に対して特に
発達した手法であったことと関連している．「提携関係」においては，消費者が直接に
畑に足を運び，草取りや収穫を行うことが一般的だった．しかし，日本版 CSA におい
て扱う食料は，野菜に限らない．米や畜産物，ひいては水産物を含んでいる．それゆえ
に，日本版 CSA モデルの生産者・消費者関係は，生産現場への関与はごく一部に限定
され，たとえば，産地見学や生産計画の検討を双方立会いの下に協議していたとしても，
それは生産現場を理解するための機会であり，いわば楽しみの機会である．「提携関係」
のように，こうした機会をつうじて生産者並みの知識や技術を身につけ，苦労を共有す
ることは強調されない． 
第 2 に，日本版 CSA が目指すのは，品目別取引関係の構築である．他方，「提携関係」
で取り結ばれる関係性は，1 人の生産者による食料のすべてを消費者が買い支え，その
食料によって日々の食料のすべてをまかなうことを理想とするものだった．日本版
CSA は，品目限定的に，参加者の意向を反映した規模に限定して関係のあり方を模索
するものである．品目限定的であれば，複数の生産者との取引関係を結ぶことが可能で
ある．つまり，品目限定的な取引関係を重層的に走らせることを理想とする関係性であ
るといえよう． 
そして第 3 に，日本版 CSA を構成する購入者は，消費者個人に限らない．飲食店や
小売業などの食品関連業者もまた，この生産者・消費者関係の枠組みの中に含まれてい
る．「提携関係」モデルへの参加者であれば中間経路だからという理由で批判したであ
ろう流通・加工・小売業の必要性を，日本版 CSA は認め，むしろそれらの積極的な利
用によって生産者・消費者関係がより円滑に展開されることに期待を寄せている．「提
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携関係」と日本版 CSA は異なる生産者・消費者関係モデルであると考えてみると，契
約取引をおこなう専門流通事業体や生活協同組合などの事業体の役割を積極的に評価
することができるようになる． 
したがって，これらは次のように定義することができる． 
「提携関係」とは，1970 年代の有機農業運動の中で生まれた関係性のモデルであり，
生産過程への介入をつうじて生産構造の変革を展望するモデルであった．有機野菜の共
同購入を原型として，野菜から畜産物へ，米へと品目を拡大して今日へ至っている．「提
携関係」に関わる消費者にとってこの関係性を象徴するのは，信頼と責任である．ここ
での信頼とは，生産者の人格と結びつけられるものであり，責任とは関係性を維持し続
けることの責任である．つまり，ある生産者との取引関係は，その特別な生産者への人
格的な信頼を拠り所として結ばれる．それゆえに，両者にとって，関係性を止めずに続
けることが望ましい． 
他方，日本版 CSA は，1990 年代以降の農業・食料システムのグローバル化を背景と
して，品目別の関係性を重層的に成立させることによって，生産構造の変革を展望する
モデルである．国産（地域産）食料の国内（地域内）での消費を志向する．日本版 CSA
に関わる消費者にとってこの関係性を象徴するのは，契約と日常性である．消費者が生
産者との間の契約は，期限を迎えれば解消されうる．再び契約が結ばれることもあろう
し，そうでないこともありうる．しかし，契約の解消と生産者・消費者間の信頼関係の
断絶が異なる位相にある点が，「提携関係」との差異である．同時に，日本版 CSA にお
いては，消費生活に対する変革の契機をいかに日常化するかが問われる．つまり，惣菜
の購入などの中食や飲食店の利用などの外食を含めて生産者との関わりを強化するこ
とによって，日常の食生活を豊かなものへ変革することが目指されている．そのため，
消費者個人による家庭での消費に限定せず，飲食業や旅館業など中間組織における食の
あり方をも視野に入れる必要がある．本研究では，このように実践の変容を時代状況に
対する適応であると捉えることにとって，生産者・消費者双方の直面する課題と，生産
者・消費者関係を今日的な視点から再構築する必要性を明らかにした．日本版 CSA が，
「提携関係」から多くを学んだ関係性モデルであると理解するならば，一般的な生産
者・消費者関係とも「提携関係」とも異なる生産者・消費者をめざすモデルであるとい
う立場に立つことが適切である． 
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以上の特徴を確認すると，日本版 CSA が目指す関係性とは，「提携関係」が突き当た
ってしまった困難な直面した課題を乗り越えようとする生産者・消費者関係であること
がわかる．生産過程への介入の程度が低く，品目別取引関係を志向するのは，包括的な
取引関係が依存関係へ転化しないための防御策であるといえよう．この見方によれば，
1980 年代に焦点化した共同購入方式の停滞と専門流通事業体の成長は，包括的取引関
係から品目別取引関係への移行を象徴するものといえ，この重大な変化が有機農産物流
通の拡大に寄与したといえる．日本版 CSA は，1980 年代の専門流通事業体のなかにそ
の萌芽があった． 
日本版 CSA の展開は，原発事故以降の農林漁業復興を検討する上で，一層重要であ
る．食の信頼をめぐっては，「科学に基づく数値として示される安全か，それとも信頼
に基づく共感として示される安心か」がかつては重要な論点であった．あるいは，「関
係性マーケティング」の議論のように，関係性構築がそのまま経営戦略上，有効である
という主張もあった．しかし，本研究が確認したように，これらの論点は原発事故以後
の生産者・消費者関係の再構築を考察するうえでは十分ではない．信頼に基づく共感に
よってのみではこれまでの関係性を維持することはできないし，関係性構築が消費者の
獲得や取引関係の維持に直接的に結び付けられるものではないからだ．原発事故がもた
らした課題とは，いかにして地域の農林漁業復興と安全・安心を求める消費者の納得を
両立しうる妥協点を見いだすかである．日本版 CSA は，この妥協点の模索にあたるた
めのシンプルかつ強力な方法として改めて十分に意義をもつだろう．消費者が複数の取
引関係を並行して結ぶ関係性の積極的意義を提示したことは，本研究の成果である． 
 
